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○消費者態度指数は36.1と５ヶ月連続で低下し、消費マインドはさらに悪化 

２月の消費動向調査によると、消費者マインドを示す消費者態度指数（全国、一般）は前月から 1.4 ポイ

ント低下し 36.1 となった。５ヶ月連続での低下であり、悪化傾向に歯止めがかからない状況が続いた。３

月 10 日に公表された２月景気ウォッチャー調査の家計動向関連ＤＩでは小幅ながらも前月対比で上昇した

ことから消費者態度指数も改善する可能性が考えられたが、結果は良くなかった。消費マインドの悪化の割

に個人消費はこれまで底堅く推移してきたものの、消費マインドに下げ止まりがみられないことを考えると

個人消費が急減速するリスクは排除できない。 

消費者態度指数を項目別にみると、「暮らし向き」、「収入の増え方」、「雇用環境」、「耐久消費財の

買い時判断」の４項目すべてで低下した。特に大きく低下した項目としては「耐久消費財の買い時判断」

（前月差▲1.9 ポイント）が挙げられる。耐久消費財に対する購買意欲が大きく減退していることは先行き

の同分野の消費に対する大きな不安材料である。もっとも、足元までの耐久財消費はマインドが示唆するよ

うに落ち込んでいるわけではない。実際、10－12 月期のＧＤＰ統計をみると実質耐久財消費は前年比＋

8.5％、前期比＋2.4％と堅調に推移しており、自動車販売統計においても前年を上回っている。足元ではマ

　※原数値、月次

消費者態度指数
(全国・一般世帯） 暮らし向き 収入の増え方 雇用環境 耐久消費財の買い時判断

前月差 前年差 前月差 前年差 前月差 前年差 前月差 前年差 前月差 前年差

07年2月 48.4 0.3 ▲ 1.4 45.7 ▲ 0.1 ▲ 1.0 44.9 0.2 ▲ 1.3 52.7 0.9 ▲ 2.2 50.1 ▲ 0.1 ▲ 1.3
3月 46.8 ▲ 1.6 ▲ 1.1 43.9 ▲ 1.8 ▲ 1.2 42.9 ▲ 2.0 ▲ 0.6 51.4 ▲ 1.3 ▲ 1.5 48.9 ▲ 1.2 ▲ 1.1
4月 47.4 0.6 ▲ 2.6 44.9 1.0 ▲ 2.1 43.6 0.7 ▲ 2.6 51.7 0.3 ▲ 3.5 49.4 0.5 ▲ 2.2
5月 47.3 ▲ 0.1 ▲ 2.5 45.0 0.1 ▲ 1.7 43.9 0.3 ▲ 2.4 51.2 ▲ 0.5 ▲ 3.7 49.0 ▲ 0.4 ▲ 2.2
6月 45.0 ▲ 2.3 ▲ 2.2 42.4 ▲ 2.6 ▲ 2.4 42.2 ▲ 1.7 ▲ 1.1 49.0 ▲ 2.2 ▲ 2.7 46.4 ▲ 2.6 ▲ 2.4

7月 44.4 ▲ 0.6 ▲ 4.2 42.3 ▲ 0.1 ▲ 3.5 41.9 ▲ 0.3 ▲ 3.4 47.5 ▲ 1.5 ▲ 5.2 46.0 ▲ 0.4 ▲ 4.4
8月 44.0 ▲ 0.4 ▲ 3.6 41.9 ▲ 0.4 ▲ 3.0 42.4 0.5 ▲ 2.4 47.0 ▲ 0.5 ▲ 5.1 44.7 ▲ 1.3 ▲ 4.0
9月 44.1 0.1 ▲ 2.2 42.2 0.3 ▲ 1.5 42.4 0.0 ▲ 0.5 46.4 ▲ 0.6 ▲ 4.5 45.5 0.8 ▲ 2.2

10月 42.8 ▲ 1.3 ▲ 5.4 41.0 ▲ 1.2 ▲ 4.6 42.2 ▲ 0.2 ▲ 2.7 45.3 ▲ 1.1 ▲ 7.1 42.8 ▲ 2.7 ▲ 7.0
11月 39.8 ▲ 3.0 ▲ 8.9 37.0 ▲ 4.0 ▲ 9.0 40.7 ▲ 1.5 ▲ 4.5 43.1 ▲ 2.2 ▲ 9.9 38.4 ▲ 4.4 ▲ 12.1
12月 38.0 ▲ 1.8 ▲ 7.9 34.9 ▲ 2.1 ▲ 8.6 39.6 ▲ 1.1 ▲ 2.5 40.6 ▲ 2.5 ▲ 8.4 37.0 ▲ 1.4 ▲ 11.9

08年1月 37.5 ▲ 0.5 ▲ 10.6 35.1 0.2 ▲ 10.7 39.4 ▲ 0.2 ▲ 5.3 38.6 ▲ 2.0 ▲ 13.2 36.7 ▲ 0.3 ▲ 13.5
2月 36.1 ▲ 1.4 ▲ 12.3 33.7 ▲ 1.4 ▲ 12.0 38.9 ▲ 0.5 ▲ 6.0 37.0 ▲ 1.6 ▲ 15.7 34.8 ▲ 1.9 ▲ 15.3

（出所）内閣府「消費動向調査」

消費者意識指標

消費者態度指数の推移（全国、原数値）
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出所：内閣府「消費動向調査」

消費者態度指数（前年差、全国）
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インドと消費の相関がそれほど高くないことには留意が必要であろう。また、「雇用環境」（同▲1.6 ポイ

ント）や「暮らし向き」（同▲1.4 ポイント）なども悪化した。エネルギー・原材料価格の上昇によって企

業収益が圧迫されていることや景気の減速などから労働需給の改善が一服していること、生活必需品などの

物価上昇が続いていることなどが背景にあると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○１年後の物価見通しは 86.5％の世帯が上昇を見込む 

一般世帯の１年後の物価に関する見通しをみると、

「上昇する」と回答した世帯は全体の 86.5％と１月

の 84.9％からさらに上昇した。石油製品価格の高止

まりに加えてパンや菓子類などの食料品、電気料金な

ど生活関連の多くの財、サービスで価格が上昇してい

るため、多くの世帯で物価上昇が意識されている。 

３月以降もビールなどの飲料品、チーズやパスタ、

醤油、アイスクリームなどの食料品、電気代、ガス代

など様々な財、サービスで値上げが行われる見込みで

ある。先行きも物価上昇を見込む世帯割合は高水準で

推移しよう。 

  

消費者態度指数の推移（雇用環境、全国）
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出所：内閣府「消費動向調査」

消費者態度指数の推移（収入の増え方、全国）
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出所：内閣府「消費動向調査」

消費者態度指数の推移（暮らし向き、全国）
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出所：内閣府「消費動向調査」

消費者が予想する1年後の物価見通し
（中心3ヵ月移動平均）
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出所：内閣府「消費動向調査」
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消費者態度指数の推移
（耐久消費財の買い時判断、全国）
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出所：内閣府「消費動向調査」


